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号で既報のとおり、日本自動車会議所は6月
7日、東京・千代田区の経団連会館で第82回

定時総会・第198回理事会を開催し、トヨタ自動車
会長の内山田竹志氏が第13代会長に選定され、内山
田新体制がスタートした。
　内山田新体制の下、開催された総会懇親会には国
会議員や会員・業界関係者など約480名が出席。内
山田新会長の挨拶、来賓ご挨拶に続いて、久恒兼孝
副会長（日本自動車販売協会連合会会長）、星野良
三副会長（全日本トラック協会会長＝当時）、富田
昌孝副会長（全国ハイヤー・タクシー連合会会長＝

当時）の3副会長が登壇し、久恒副会長が、「内山
田新会長を先頭に、自動車産業のより一層の発展に
向けて皆さまと一丸となって努力してまいります。
さらに、業界の悲願であるユーザーの税負担軽減と
簡素化の実現こそが国内販売の回復、デフレ脱却、
日本経済再生の大前提であり、関係者全員の力を結
集して勝ち取りたいと思います」と挨拶した。引き
続き久恒副会長の「乾杯」の発声で懇親会が始まり、
随所で懇親の輪が広がった。

（懇親会の模様は２～８ページに掲載）
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（主な記事はホームページ＝http://www.aba-j.or.jp＝にも掲載しています）
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平成29年度 定時総会懇親会開催平成29年度 定時総会懇親会開催平成29年度 定時総会懇親会開催

▪平成29年度定時総会懇親会開催
▪第237回会員研修会開催
▪日本自動車会館「小学生自動車勉強会」開催
▪自動車税制改正フォーラムがユーザーの声収集活動を全国展開

♢ ♢ 主 な 内 容 ♢ ♢
▪「サポカー」の普及啓発ロゴが決定
▪日本自動車会議所がホームページをリニューアル
▪東京都自動車会議所が第43回通常総会開催［東京都］
▪東京都自動車会議所会員５団体のトップが交代［東京都］

2
9
12
14

15
16
17
17

国会議員や会員・業界関係者など約480名が出席

内山田新体制がスタート



ありがとうございます。また、国会開会中の大変お
忙しい中、日頃から自動車業界を応援あるいはご関
心を持っていただいております、数多くの国会議員
の皆さま、そして関係省庁の皆さまにもお越しいた
だき、ありがとうございます。これからもご指導・
ご鞭撻のほど、よろしくお願い申し上げます。
　さて、先ほどの定時総会・理事会において、ご提
案いたしました議案はすべて滞りなくご承認いただ
きました。副会長には、新たに日本バス協会の島倉
会長代行に、そして、これまで５年間にわたり会長
を務められた小枝会長には名誉会長に、豊田名誉会
長には名誉顧問にそれぞれご就任いただき、大所高
所より日本自動車会議所の運営にご助言をいただく
ようお願いを申し上げたところでございます。
　われわれを取り巻く環境につきましては、日本経
済は安倍政権が発足してから、アベノミクスによっ
て回復の兆しを見せております。われわれには、こ
の景気回復を確実のものにするという大きな役目も
ございますし、ここで日本経済が離陸できなければ、
再び長い冷たい時代に入ってしまいます。われわれ
自動車産業が牽引役となって、日本経済の回復に力
を尽くしてまいりたいと思います。
　おかげさまで、国内の新車販売は昨年、２年ぶり

　本日の総会・理事会で第
13代会長に就任いたしまし
た内山田でございます。ど
うぞよろしくお願い申し上
げます。
　本日は、大変ご多忙な中、
このように数多くの皆さま
のご出席をいただき、誠に
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に500万台を超えることができました。また、今年
は東京モーターショー開催の年でございますので、
このモーターショーを盛り上げるとともに、自動車
業界が日本経済の牽引役となるよう、その一助とな
って貢献したいと思っております。
　日本自動車会議所は、クルマ社会の健全な発展を
目指すことを通じて、国民生活・社会に貢献をして
いくことを基本理念にしております。一方で、自動
車を取り巻く環境は、物流、自動運転、またコネク
テッドにおいても、今後大きく変わろうとしており
ます。時代変化に対応した新しい取り組みを、「税
制」、「安全」、「環境」、そして「人材」という事業
の４本柱の上に積み重ねて進めてまいりたいと思っ
ております。
　特に税制につきましては、本日、ここにお集りの
皆さまのご尽力とご協力により、「自動車関係諸税
の抜本改革」に向けて、「自動車取得税の廃止」が
決定し、そして税制改正大綱に「保有に係る税負担
の総合的な見直し」という文言が盛り込まれました。
これは大変大きな進歩でしたが、自動車業界の悲願
であります「抜本改革」の実現を目指して、これか
らも引き続き、皆さまと力を合わせて取り組んでま
いる所存です。特に国会議員の皆さまには、ご支援
のほどをどうぞよろしくお願い申し上げます。
　本日は多数の方々にお越しいただき、改めてお礼
申し上げますととともに、限られた時間ではござい
ますが、ごゆっくりご歓談いただき、有意義なお時
間をお過ごしいただきたいと思います。最後になり
ましたが、皆さまの益々のご健勝・ご多幸を祈念い
たしますとともに、私ども自動車会議所に対するご
支援をお願い申し上げて、私からのご挨拶とさせて
いただきます。
　本日はありがとうございました。
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米経済対話などでかなりレベルの高い自由貿易の枠
組みができておりますから、それらをベースにして
東南アジアにも働きかけたり、日本とEUとのEPA
（経済連携協定）についても妥結に向けて取り組ん
でいく、そういうことを経産省の中でいつも話し合
っております。
　日本が世界をリードし、第４次産業革命による技
術革新を踏まえ、将来的に目指すべき未来社会であ
るソサエティ5.0を実現していかなければなりませ
ん。世耕大臣が提唱しているコネクテッド・インダ
ストリーズという、機械、技術、データ、ヒト、組
織などさまざまなものの繋がりによって新たな付加
価値の創出や課題の解決がもたらされるような社会
を実現するために、官民一体となって取り組んでお
ります。
　また、セーフティ・サポートカー、あるいは自動
運転についても、懸命に支援してまいります。自動
運転については先般、新たな成長戦略「未来投資戦
略2017」やITS・自動運転に係る国家戦略である
「官民ITS構想・ロードマップ2017」などで国の取
り組みについて明記させていただいたところであり
ます。
　今後とも、自動車会議所の皆さまにおかれまして
は、私どもにもご指導いただきながら、ともに自動
車産業の発展のために皆さまのご支援を賜りますよ
うに切にお願い申し上げますとともに、ご盛会をお
祝い申し上げて、ご挨拶に代えさせていただきます。
本日はおめでとうございました。

努めなければならないと思っております。
　市場が活性化しない理由の一つは、自動車の税制
にあるだろうと考えております。昨年の税制改正大
綱では、平成31年度改正までに車体課税については
抜本的に見直し、所要の措置を講ずることなどでユ
ーザーの皆さまが購入しやすい環境を作ろうという
ことですから、私たちも皆さまのご指導・ご協力を
いただきながら、何としても車体課税の抜本見直し
に取り組んでいきたいと思っております。皆さまの
お力添え、国会議員への働きかけを、よろしくお願
い申し上げます。
　世耕大臣は本日、公務で出席できませんでしたが、
大臣からいつも言われているのは、「自由貿易の枠
組みを日本がリードしていく」ということです。米
国が離脱を表明したものの、TPP交渉の過程や、日

　国内では２年ぶりに新車
販売台数が500万台超えを
達成いたしました。私が若
かった頃はクルマは憧れの
存在であり、1990年代には
750万台もの販売台数を誇
っておりました。今後、ま
だまだ国内市場の活性化に
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振興などに大きな効果が出ることを期待していると
ころです。
　タクシーについても、サービスの向上を進めてい
るところです。今年１月にスタートしました東京地
区での初乗り運賃410円への引き下げにより、短距
離の利用が増加し、加えて増収にも繋がっていると
のことです。これを皮切りに、本年度はスマートフ
ォンの配車アプリを活用して、運賃の自動確定や相
乗りサービスといったものの実証実験を行い、さら
に使いやすいタクシーを目指していきたいと思って
おります。
　それから昨年は１月の軽井沢のスキーバス事故、
４月の燃費不正事案の発覚など安全・環境を揺るが
す事件・事故が発生しました。これを受けて国土交
通省としては道路運送法と道路運送車両法を改正
し、事業許可の更新制、あるいは不正手段によって
取得された型式指定の取り消しといった措置を導入
しました。こういうことが二度と起こらないように
ルールの順守を徹底し、安全対策に万全を期してま
いります。各業界の皆さまにおかれましても、コンプ
ライアンスの確保について改めてお願いいたします。
　最後に自動車をめぐる情勢は、技術革新やわが国
の人口減少・高齢化の中で今まで以上に急速に変化
しつつあります。国土交通省としては皆さまとしっ
かりと連携をして、各種の課題に的確に対処してま
いりたいと考えておりますので、引き続きのご支
援・ご協力をよろしくお願い申し上げます。
　貴会議所のますますのご発展とご列席の皆さまの
ご健勝・ご繁栄を心より祈念いたしまして、私から
の挨拶とさせていただきます。本日は誠におめでと
うございました。

ます皆さまには、日頃より国土交通行政へのご理解
とご協力をいただいておりますことに深く感謝申し
上げます。
　先ほど、内山田会長からもご紹介がありました自
動運転ですが、政府全体の成長戦略の中でも取り上
げられており、経済産業省はじめ関係省庁と一緒に
進めているところです。国土交通省では、昨年12月
に大臣を本部長とする自動運転戦略本部を設置し、
トラックの隊列走行や、道の駅などを使った地域交
通の実証実験などを進めております。また、自動運
転に向けた保安基準、国際基準の策定を日本が主導
して進めているところです。
　一方で、高齢運転者の事故が相次いでおります。
安全運転を支援するための自動ブレーキなどを搭載
したクルマについて、日本自動車会議所にもご協力
いただき、「セーフティ・サポートカー」という愛
称を決定いたしました。今後、官民を挙げて普及促
進活動を展開することとしております。
　さらに、安倍内閣の政策の柱である「働き方改革」
については、建設業と合わせて自動車運送業につい
てもさまざまな課題があることから、国土交通省と
しましては、長時間労働是正のために必要な制度の
見直しや支援措置などを行ってまいりたいと考えて
おります。
　昨年もこの場でご紹介させていただきました図柄
入りナンバープレートについては、４月からラグビ
ーワールドカップ記念のナンバープレートの交付が
始まり、最近ようやく理解が深まってきたなと感じ
ているところです。今年10月には東京オリンピッ
ク・パラリンピック記念の図柄入り、来年10月には
地域の魅力ある風景や観光資源を図柄にした地域名
表示のナンバープレートも交付する予定です。地域

総会懇親会で久恒兼孝副会長（中央）の「乾杯」の発声で
杯を挙げる星野良三副会長（左）と富田昌孝副会長（右）

　国土交通省は、安全安心
なクルマ社会の実現と自動
車関連産業の一層の発展に
向け、生産性の向上、サー
ビスの向上、安全性の向上、
そして環境性能の向上のた
めの施策に取り組んでおり
ます。本日、ここにおられ
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ところです。特に議論しているのが新たなビジネス
モデルのあり方や、それを支える無線ネットワーク
のあり方です。また、いわゆる“乗っ取り”や遠隔
操作によって万が一の事故が起きることがないよう
に、セキュリティ対策も議論しており、今年の夏に
はしっかりと報告書を取りまとめ実行に移してまい
ります。
　それから、６月１日に日本版GPSを目指す準天頂
衛星「みちびき」の２号機が打ち上がりました。年
内にあと２機の打ち上げがあると聞いております。
４基体制になりますと、１基が常に日本上空にいる
ため、超高精度な位置情報サービスを提供できます。
総務省では現在、オーストラリアでトラクターの自
動運転による「スマート農業システム」の実証実験
をしておりますが、「みちびき」の軌道下にある東
南アジア諸国やオーストラリアなどでも利用可能と
なりますので、自動車産業の新しいサービスの可能
性、国際展開の可能性が広がっていくことを期待し
ております。
　最後に、皆さまのますますのご活躍と日本自動車
会議所のご発展をお祈り申し上げまして、ご挨拶と
させていただきます。本日はおめでとうございまし
た。

まには、どうぞ暖かくも厳しくご指導を賜りますよ
うお願い申し上げます。
　総務省は、情報通信を所管しております。その観
点から、これからの自動車産業の流れということで
言いますと、大きく２つのテーマがあると思います。
　１つは、自動運転のさらなる進展です。総務省総
合通信基盤局には電波部があり、クルマとクルマの
間の通信、クルマと道路の間の通信、これらが正確
に迅速に行われるように力を尽くしてまいります。
　２つ目はやはりコネクテッドカーへの進化という
ことだと思います。昨年12月に「Connected Car社
会の実現に向けた研究会」を設置し、検討している

　小枝前会長はじめ退任さ
れた役員の皆さまには、総
務省および職員ともども大
変お世話になりました。感
謝申し上げますとともに、
これまでのご活躍に敬意を
表します。また、内山田会
長はじめ新たな役員の皆さ

（左から）斉藤鉄夫衆議院議員（公明党自動車議員懇話会幹事長）、高市早苗総務大臣、遠藤利明衆議
院議員、竹下亘衆議院議員、井上義久衆議院議員（公明党自動車議員懇話会会長）、小枝至名誉会長、
山口泰明衆議院議員、武藤容治衆議院議員、渡辺博道衆議院議員、衛藤征士郎衆議院議員（自動車議連
副会長）、櫻田義孝衆議院議員、直嶋正行元参議院議員、野田毅衆議院議員（自動車議連副会長）、竹本
直一衆議院議員
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たいと考えております。自動車工業をはじめとした
製造業の持っている生産性ノウハウを幅広くご活用
いただき、自動車業界全体として取り組まれるよう
よろしくお願いしたいと思います。
　私は交通安全対策も担当しており、先ほども内閣
府の会合で高齢者の運転、特に死亡事故に対する質
問を受けて、今、こちらに参会いたしたところであ
ります。全体が減っている中で高齢者の死亡事故は
大変目立つ状況となっており、高齢者事故対策のた
めにも、免許証の返納などとあわせて、自動ブレー
キや、アクセルとブレーキの踏み間違い時加速抑制
装置を搭載した「安全運転サポート車」（セーフテ
ィ・サポートカー）の普及をさらに進めてきたいと
思います。同時に、免許を返納した後の“足”の確
保ということも大変重要になるわけです。
　本日は地域の交通網を支えておられる皆さまもご
参加されておりますので、自動車交通全体としての
取り組みを会議所の皆さまに心からお願いを申し上
げ、また内山田会長はじめ新たな体制下でのさらな
るご発展をご期待申し上げて、ご挨拶とさせていた
だきます。本日はおめでとうございます。

改革推進に、さらなるご協力をお願いしたいと思い
ます。
　働き方改革の実現に向けては、やはり生産性の向
上がもう一つの柱になると考えており、トラックな
どの運送事業に対する生産性向上にも取り組んでま
いりました。安倍総理をトップとする「生産性向上
国民運動推進協議会」が５月に初会合を開きました
が、６月下旬の第２回目の会合では運送事業者から
取り組みの成果を発表いただく予定となっており、
生産性向上に向けた取り組みをさらに広げてまいり

　先ほど、国交省の武藤事
務次官（当時）からもお話
がありましたが、私が担当
している「働き方改革」の
取り組みに対し、自動車業
界の皆さまからもご協力を
いただいております。長時
間労働の是正などを含めた

小枝至名誉会長（右）と握手する細田博之衆議院議員（自
動車議連幹事長）

野田毅衆議院議員（右、自動車議連副会長）と握手をする
内山田竹志会長と、野田氏を迎える（左から）富田昌孝副
会長、星野良三副会長、久恒兼孝副会長
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是非、この制度でやっていこうという話も検討され
ております。
　そういう意味では、これからの自動車はどういう
姿になるでしょうか。私は秋田県仙北市で無人運転
バスの公道実証実験に参加したことがありますが、
これから運転士がいないクルマが公道を走行する時
代がやってくるかもしれません。自動車交通が様変
わりする可能性も踏まえて、自動車業界がしっかり
とその時代の流れに遅れないように頑張ってもらい
たいと思います。
　ありがとうございました。

　私は国家戦略特区などを
担当しておりますが、現
在、改正国家戦略特区法案
が参議院で審議されており
ます。この中でレギュラト
リー・サンドボックス制度
の創設を議論しており、自
動走行といった先端技術を

懇談する（左から）河野太志経済産業省自動車課長、久恒
兼孝副会長、井原巧経済産業大臣政務官

懇談する小枝至名誉会長（左）と豊田章一郎名誉顧問

内山田竹志会長（左）と固く握手を交わす衛藤征士郎衆議
院議員（自動車議連副会長）

懇談する（左から）川口均日産自動車専務執行役員、阿達
雅志参議院議員、糟谷敏秀経済産業省製造産業局長（当時、
現同経済産業政策局長）
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内山田竹志会長（左）と懇談する片山さつき参議院議員

内山田竹志会長（右）と挨拶を交わす太田房江参議院議員

歓談する久恒兼孝副会長（左）と矢代隆義日本自動車連盟
会長

内山田竹志会長（右）と握手を交わす渡辺博道衆議院議員

小枝至名誉会長（右）と懇談する永塚誠一日本自動車工業
会副会長・専務理事

登壇者の挨拶を聞く（左から）梶原景博日本バス協会理事
長、平井敏文日本自動車販売協会連合会副会長・専務理事、
島﨑有平同常務理事
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本自動車会議所は6月27日、東京・港区の日
本自動車会館「くるまプラザ」会議室で第

237回会員研修会を開催し、日本総合研究所会長で
多摩大学学長でもある寺島実郎氏が「米トランプ政
権と今後の日米関係～自動車社会の未来に寄せて
～」をテーマに講演を行った。参加者は90名。

【講演要旨】

１．米トランプ政権について
　本日はアメリカのトランプ政権の話題を皮切り
に、自動車業界の方々も意識しながら、日米関係や
今後の日本社会を展望する話をしていきたい。
　先月、アメリカ東海岸一帯の取材から帰ってきた。
今、世界では「さかさまの世界」というジョークが
流行っている。今年１月、スイスで開かれたダボス
会議で、中国の習近平国家主席が「グローバル化と
自由主義経済」の重要性を強調する講演を行う一方、
その３日後、自由主義の総本山であるはずのアメリ
カで、トランプ新大統領が就任演説を行い、「保護
主義が世界を救う」というメッセージを打ち出した。
まさに「さかさまの世界」ではないだろうか。
　トランプ大統領の経済政策をみると、１つ目は産
業政策として、TPPからの撤退やNAFTAの見直し
を柱に据える、極端とも言える保護主義を掲げてお

り、これらは「プア・ホワイト」と言われる白人貧
困層の声を国民の声として取り上げてきた結果と言
われている。トランプ政権の産業政策には、古びた
産業にカンフル剤を打とうとする軸のない姿が見て
取れる。
　現在、アメリカの経済自体は堅調である。中央銀
行にあたるFRBも金利を上げ、金融引き締めに入
ることができるほどの状況である。しかし、これほ
ど堅調である最大の要因は、情報通信産業の競争力
であろう。シリコンバレーを見てみると、アップル
の創業者の一人、スティーブ・ジョブスの父親はシ
リア人であった。また、アップルやグーグルのトッ
プはインド人である。彼らの業界は、多国籍からな
るチームに支えられている。トランプ政権による移
民制限的な政策に対して、強い嫌悪感を持っている
のがシリコンバレーである。
　２つ目は、金融政策の規制緩和である。当初ウォ
ール・ストリートは「トランプが当選したら終わり
だ」と言っていたが、現在は方向転換して「トラン
プは悪くない」と言っている。リーマンショックに
つながったと言われている、銀行と証券の垣根を設
けていたグラス・スティーガル法の廃止（クリント
ン政権時代）について、選挙期間中、トランプ候補
は、民主党サンダース候補と同じく同法の復活を主

日

第237回 会員研修会開催 

～自動車社会の未来に寄せて～

米トランプ政権と今後の日米関係

日本総合研究所会長、多摩大学学長　寺島実郎氏が講演
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張していた。ところが現在は豹変して金融規制緩和
を掲げている。保護主義的産業政策、そして金規制
緩和、この全く分裂している２つの政策が掲げられ
ている。
　さらにトランプ政権の布陣を見てみたい。財務長
官のスティーブン・ムニューチン、商務長官のウィ
ルバー・ロス。この２人を知っている方からすれば
かなり意外性のある人事である。ムニューチンはゴ
ールドマン・サックスの「パートナー」出身。これ
は日本の感覚では理事・部長クラスの人間が突然大
臣になったようなもので、軽量級と言わざるをえな
い。
　また、ロスは日本の銀行の再生にも携わったファ
ンドマネージャー上がりの人物。今年５月４日付日
経新聞に、フィナンシャルタイムズ紙（４／28付）
記事の翻訳が出ているので是非ご覧いただきたい。
ウォール・ストリートにある、「育てる」資本主義
と「マネーゲーム型」資本主義との二重構造の中で、
トランプ政権は後者が主導していることを指摘して
いる。国家経済会議（NEC）委員長のゲーリー・
コーンはゴールドマン・サックスのCOO出身。こ
れはそれなりの大人物と見えるが、政権のあちらこ
ちらにゴールドマン・サックスの文字が見える。
　国務長官のレックス・ティラーソンは前エクソ
ン・モービルCEOで、この人事にもため息をつい
た方は多いと思う。同社はロシアのエネルギー産
業に大権益を持っている企業である。その企業の
CEOだった人物が国務長官とは利益相反もいいと
ころだ。ちなみに、彼を国務長官に推薦したのはキ
ッシンジャー元国務長官と言われている。2000年以
降のロシアの復活とプーチンの権力強化は、当初は
エクソン・モービルが牛耳ると思われたロシアのエ
ネルギー産業を国営化したことがもたらしたもの。
日本のメディアは、ティラーソンをプーチン大統領
の「友人」というが、それとは違う。見解の相違を
認め合う「反面教師」というのが正確な表現かもし
れない。

２．アメリカと石油・自動車産業
　1859年にアメリカ・ペンシルバニアで油田が発見
された。その前の1853年に日本の浦賀にペリー艦隊
が現われたのは、捕鯨船への物資提供の要請が目的
であった。当時、人々の生活を支えていたのは、鯨

から取る油であり、捕鯨産業はアメリカの主力産業
であった。しかし、日本の近海にも押し寄せ、日本
の政治体制を変えるきっかけにもなったアメリカの
捕鯨船は、油田の発見によって消滅する。
　その後、1905年にアメリカでT型フォードの生産
が開始された。当時、車の動力は必ずしもガソリン
が主流になるとは考えられていなかった。その中で、
エクソン・モービルの前身であるスタンダードオイ
ルが、ガソリン消費の拡大を企図してフォードを支
援する。ここに石油産業と自動車産業とがドッキン
グする。
　さらに真珠湾攻撃の前年の1940年、ニューヨーク
で開催されていた万国博で、軍事用パラシュートの
ため開発されたナイロンが女性用の靴下の素材とし
て紹介され話題を集めた。ここで石油－自動車－石
油化学というつながりができた。
　トランプ大統領が「アメリカを再び偉大に」と言
う時、いつの時代のアメリカを指しているのか。私
は、トランプ大統領が属しているベビー・ブーマー
世代（クリントン元大統領も同世代だが）は、「20
世紀はアメリカの世紀」を引きずり、その中心にあ
った石油－自動車－石油化学の繁栄をイメージして
いるような空気を感じている。
　トランプ政権のエネルギー政策は、再生可能エネ
ルギーを推進したオバマ政権とコントラストをなし
ている。原油と天然ガスの生産において、シェール・
オイル／シェール・ガス革命によって、アメリカは
年々生産量を増やし、ともに世界第１位の地位を占
めるに至っている。アメリカのエネルギー政策の化
石燃料シフトは鮮明であり、併せて原発関連のウエ
スチング・ハウス社に対して、アメリカ政府は債務
保証を行っており、原子力・核もきちんとグリップ
していく意思が明確である。

３．日本と自動車産業の未来と課題
　日本はこうしたトランプのアメリカに対してどう
向き合っていくのか。
　IMFの世界経済見通しを見ると、今年４月発表の
直近のデータでは、今年は全世界成長率が3.5％と
見込まれている。新興国では、ようやくブラジルと
ロシアが前年までのマイナス成長からプラスの水面
上に出てきた。また、インドの成長率が７％を超え、
今後中国を上回っていく姿が示されている。さらに
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中国とアセアン５カ国を加えたアジアの成長率は今
後６％を超えて推移していく。この「アジア・ダイ
ナミズム」がどれだけ日本に追い風になるか、われ
われはよく認識しなければならない。
　また、日本の貿易相手国のシェア推移（貿易総額）
を見ると、バブル期の1990年にアメリカのシェアは
27.4％、これが2016年には15.8％まで減っている。
　一方で、シンガポールなど華人・華僑経済圏を
含めた「連結中国」とも言える大中華圏のシェア
は2016年に31.6％と米国の２倍、また全アジアでは
51.7％に上る。７％成長が10年続けば元の規模は倍
になる。日本の先行きは不透明だと言われるが、「ア
ジア・ダイナミズム」は確実に存在していく。
　次に確認したいのは、日本について「冷戦後の25
年から見えてくるもの」である。勤労者世帯可処
分所得（月額）は、1990年は44.1万円、2000年には
47.3万円に上がったものの、その後低落傾向が続き、
2016年には42.9万円となっている。2000年と比べる
と、年間で80万円所得が減っていることになる。こ
れがごまかしのない日本の貧困化の姿であり、その
内実は中間層の没落である。
　さらに2000年から2016年の家計の消費行動の変化
を見ると、消費項目で増えたのは大きい順に「諸雑
費」「通信」など。一方、減ったのは大きい順に「こ
づかい（使途不明金）」「交際費」「仕送り金」など。
これは何を意味しているか。一言で言えば、この16
年間で日本人は、「内向きになり、学べなくなり・
学ばなくなった」が、他人から見ると、諸雑費でと
るに足らないものと思われるものを買い（「諸雑費
貧乏」である）になり、スマホのために通信費を支
払っている、ということになる。
　自動車について見ると、2000年と2016年では「自
動車等関係費」が月額632円ほど増えている。これ
が意味するものは、「どんなに慎ましく生活してい
る人でも生きるために必要なものにはお金を払わざ
るを得ない」ということである。特に地方では、貧
乏であろうがなかろうが、都市にある大規模商業施
設に車で行くことができなければ生きていけない構
造になっていることが表れている数字である。
　日本の「異次元の高齢化」にも触れたい。日本の
人口は2017年の１億2,673万人から、３年後の2020
年には約140万人減の１億2,533万人になる。３年間
で仙台市、さいたま市の人口に相当する140万人が

消えてしまうということ。そして2053年には人口は
１億人を割りこむ。日本の人口が初めて１億人を超
えたのは1966年。同じ１億人の人口でこの２つの年
が意味するものが全く異なるのは、65歳以上人口が
1966年は6.6％の一方、2053年では38.0％にも上ると
いうこと。
　人口の４割を占める高齢者は、有権者人口の５割、
現実の投票人口の６割となる可能性を有している。
「老人の老人による老人のための政治」、すなわち
「シルバー・デモクラシー」の行方は危うさを孕ん
でいる。高齢者ほど金融緩和やアベノミクスに拍手
を送っているのは、莫大な公的資金がつぎ込まれ株
価が維持されことが彼らのメリットにかなうためで
ある。しかし、若者にとってそれはメリットがある
ことなのかどうか。
　戦後の高度経済成長期、労働者を首都圏に集中さ
せるため、国道16号線沿いに次々に団地やニュータ
ウンを造成し、そして今そこに住む人々が次々と高
齢化し、単身者世帯が急増している。独居老人が押
し込められている姿である。都市部の市役所などの
窓口でクレームのため職員に怒鳴り込んでいる人の
多くの７割は70歳以上の高齢者と言われる。
　これからの日本にとって重要なことは、こうした
老人が参画できる社会の設計、健全なソーシャル・
エンジニアリングである。これは、第２の人生がこ
れからどんどん長くなり、その間を生きるためにス
キルが必要となる若者のためにも重要である。この
テーマにどう日本が挑戦していくか。日本の価値基
準をどこに置いていくかの議論にもつながる重要な
テーマである。
　現在、自動車業界とも色々交換をしており、次回
は自動車産業をテーマにまたここで話ができればと
考えているので、ご期待いただきたい。
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自動車連盟（JAF）モータースポーツ部主管の岡本
博司氏がモータースポーツの映像を紹介しながら、
サーキットレースやラリーの魅力のポイントを説明
した。岡本氏はまず、サーキットレースの映像に触
れ、「サーキットレースで勝つために必要なことは、
一番効率の良いラインを誰よりも速く走り、その間
絶え間なく続くシフト操作、アクセルワークやブレ
ーキングなどを、ただの１回もミスすることなくゴ
ールに到達することです。外から見るだけでは分か
らない大変なテクニックがいるのです」と子どもた
ちに説明し、高速で走るレーシングカーの中で神業
的な運転動作がドライバーにより行われていること
などを説明した。
　そして、次にラリーの魅力を実際のレース映像で
紹介。「オフロードなど過酷な状況で行われるラリ
ーではクルマとそれに乗るドライバーやナビゲータ
ーの耐久力が非常に重要になります。集中力を長時
間保って、クルマを壊さないでしかも速く走る。こ
の過酷な状況を乗り越える困難さが見る人を引きつ
けるのです」と説明し、実際の映像ではコースから
外れそうになりながらも絶妙なハンドルさばきで走
り切るドライバーのテクニックに、会場の子どもた
ちから驚きの声が上がっていた。
　最後に岡本氏が「今日の映像を見てモータースポ
ーツを見たり体験したりしたくなった人はいます
か」と問いかけると、多くの子どもたちが返事とと
もに手を挙げるなど、終始楽しくにぎやかにクルマ
の楽しさや魅力を学ぶ様子が広がっていた。

本自動車会館の入館法人を中心に関係14団体
で構成する「日本自動車会館運営委員会」（事

務局：日本自動車会議所）は6月13日、近隣の御成
門小学校の児童を招待し、当会館内で「小学生自動
車勉強会」を開催した。勉強会に参加したのは、社
会科で自動車産業を学ぶ年次の5年生約60人。子ど
もたちは、実物のスポーツカーや自動車カットモデ
ルに触れながら自動車の構造などを学んだほか、今
回初めての試みとしてモータースポーツの映像を見
ながらの説明などを受け、クルマの楽しさや魅力な
どを実感していた。
　今回の勉強会では、子どもたちに知識を深めても
らうだけではなく、クルマの魅力にも触れてもらえ
るよう、埼玉自動車大学校の協力により、実物の自
動車やカットモデルを教材として会館エントランス
前広場に展示。講師は、一級自動車整備士の資格を
持つ同校4年生と職員12人が務めた。
　カットモデルは、学生たちが完成車を手作業で分
解・カットし、自動車の構造などが分かるように組
み立てられたもの。クルマの心臓部であるエンジン
が見え、スイッチを押したりギアを変えたりする
と、動力の流れなどが分かる仕組みとなっており、
子どもたちはクルマがどうやって走るのかを、カッ
トモデルに触れながら学んでいた。また、本物の自
動車のタイヤ交換にも挑戦し、工具を使ってナット
やネジを緩めてタイヤを外す作業はどういうものな
のかを体験した。
　また、会館内の「くるまプラザ」会議室では、日本

日

日本自動車会館「小学生自動車勉強会」開催
御成門小学校の児童約60人が自動車の構造などを学ぶ

モータースポーツの魅力にも触れる
日本自動車会館運営委員会
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主催者を代表して挨拶をする日本自動車会館運営委員会広
報部会の酒井明夫部会長（右端）

講師を務めた学生の説明を聞きながら、興味深そうに自動
車カットモデルを見たり触れたりする子どもたち

工具を使って本物の自動車のタイヤ交換に挑戦する子ども
たち

“免許証”を受け取った子どもたちから笑みがこぼれる「子
ども安全免許証」コーナー

JAFの岡本博司氏がモータースポーツの映像を紹介しなが
ら、サーキットレースやラリーの魅力のポイントを説明

学生たちが完成車を手作業で分解・カットしてから組み立
てた自動車カットモデル

講師を務めた埼玉自動車大学校の学生・職員の皆さんに感
謝の気持ちを伝える子どもたち
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動車税制改革フォーラムは、昨年10月に初め
て試みた「ユーザーの声収集活動」を今後、

全都道府県で展開する。フォーラムでは、平成29年
度は平成31年度の抜本改正までの中間年として、世
論喚起の継続的盛り上げが不可欠との認識の下、特
に生活の足としてクルマを使っている地方ユーザー
の声を世論や政府・与党などに効果的に訴える取り
組みを検討してきた。4月から5月にかけてトライ
アルとして、北海道など５カ所でユーザーの声収集
活動を実施したところ、多くのユーザーから貴重な
意見や要望をいただくことができたため、全国47
都道府県すべてでこの活動を展開することを決めた。
　昨年10月に行ったユーザーの声収集活動では、４
カ所（計６日間）で870人からクルマの税金に対し
て率直な意見や感想をパネルに書いてもらい、開催
４都県の地元を含めた国会議員にも届けられ、切実
なユーザーの声の理解促進につながった。
　今年春に実施したトライアルでは349人のユーザ
ーからパネルに記入いただいた。今回はイベントの
開催が実質半日の場合が多く、そうした事情を勘案

すると１日当たりの来場者数は昨年とほぼ同数とな
った。また、関係団体・企業のイベントを活用した
り、昨年のノウハウを活かしたりするなどして大幅
にコストダウン。昨年より少ない費用で全国展開が
できる見通しも立った。
　今後、集めたユーザーの声は、世論や政治家、政
府、自治体、マスコミなどに効果的にアピールして
ユーザー負担軽減を広く訴えていく。

「山陰モーターフェス2017」にて

自

ユーザーの声を集める活動のトライアル実施結果

支部 実施日
イベント名

（イベント概要）
開催場所

ボイス
パネル
収集数

 備考（協力団体名等）

札幌 ４月８日（土） 春の軽自動車フェア アクセスサッポロ 61 札幌地区軽自動車協会（主催）

秋田 ４月９日（日） 秋田県自動車販売店中古車フェア
（中古車フェア）

秋田県立スケート場 71 秋田県自動車販売店協会

島根 ４月16日（日） 山陰モーターフェス2017 くにびきメッセ 56 主催：山陰モーターフェス運営委員
会（山陰中央新報社）

協力：島根県自動車販売協会、島根
県軽自動車協会、島根県損害
保険代理業協会

兵庫 ５月14日（日） 交通安全イベント in サンシャイ
ンワーフ神戸

サンシャインワーフ
神戸

94 共催：JAF兵庫、自販連兵庫、兵庫
県軽自動車協会

長崎 ５月21日（日） Let's Go　オールトヨタデイズ 諫早ゆうゆうランド
干拓の里

67 トヨタ４社

合計 349



─ 15 ─

平成29年７月10日(第894号) 自動車会議所ニュース

済産業省、国土交通省、日本自動車会議所の
3者が一般公募していた「セーフティ・サポ

ートカー（サポカー）」の普及啓発ロゴが決定し、
6月23日に公表されました。3者では、愛称ととも
にロゴの普及啓発活動に取り組むことにしており、
ポスターやチラシ、普及啓発イベント、ホームペー
ジなどで積極的にPRしていきます。ロゴデータは
経産省のホームページからダウンロードでき、企業
や団体は無償でご活用いただくことができます。
　全応募作品192点の中から選定されたロゴデザイ
ンは、北海道在住の熊野真哉さん（39歳）の作品。
シンプルでわかりやすく、「安全運転を支援する車」
というコンセプトが伝わるデザインが評価されまし
た。カラーバージョンと白黒バージョンの２種類が
あり、カラーのロゴは安全をイメージさせる緑が基
調となっています。

①「サポカー」は自動ブレーキを
搭載した自動車。運転者全般に
推奨。

②「サポカーS」は自動ブレーキ
に加え、ペダル踏み間違い時加
速抑制装置等も搭載した自動
車。高齢運転者の安全運転を支
援する車（高齢者専用を意味す
るものではない）。搭載装置に
応じ、以下の区分に分かれる。

　当会議所では、高齢運転者を含めた全ての自動車
運転者による交通事故の発生防止・被害軽減対策の
一環として、自動ブレーキなどの先進安全技術を活
用した一定の運転支援機能を備えたクルマ「安全運
転サポート車」（愛称はセーフティ・サポートカー、
愛称略称はサポカー）の普及啓発に関係省とともに
取り組んでおり、５月10日～23日までロゴを一般公
募していました。選定に当たっては自動車関係団体
などからの投票によって候補作品を絞り込み、投票
結果などを参考に主催３者が決定しました。
　「安全運転サポート車」の普及促進に向けた取り
組みやイベント、ロゴデータなどは次のホームペー
ジに掲載しています。
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/
mono/automobile/sapoca/sapoca.html

サポカーＳの区分
ワイド 自動ブレーキ（対歩行者）、ペダル踏み間違い時加速抑

制装置※１、車線逸脱警報※２、先進ライト※３
ベーシック＋ 自動ブレーキ（対車両）、ペダル踏み間違い時加速抑制

装置※１
低速自動ブレーキ（対車両）※４、ペダル踏み間違い
時加速抑制装置※１

※１　マニュアル車は除く。
※２　車線維持支援装置でも可。
※３　自動切替型前照灯、自動防眩型前照灯又は配光可変型前照灯をいう。
※４　作動速度域が時速30km以下のもの。
注）　将来、技術の進化や目的に応じ、対象装置の拡大を想定。

 決定ロゴ（白黒バージョン）

経

【参考】サポカー・サポカーＳのコンセプト 
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本自動車会議所は7
月下旬、「自動車産

業の情報発信基地」を目指
して、ホームページ（HP）
をリニューアルします。
新たなHPでは、自動車関
係団体・企業に関する情報
発信機能を持たせ、トップ
ページの新着情報には当会
議所に関する情報だけでな
く、クルマ好きを育むイベ
ント情報をはじめ講演会や
展示会、人事など多方面に
わたる情報を掲載します。
これらの情報は、検索画面
でキーワードや開催日・場
所などから検索することも
できます。
　トップページには、多様
なクルマやバイクからなる
「健全なクルマ社会」をイ
メージしたデザインを採用
しました。新着情報は、会
議所関連情報を掲載する
「会議所ニュース」、自動
車業界のイベントなどを紹
介する「イベント・行事」、
自動車産業の最新の動向を
伝える「自動車産業インフ
ォメーション」で構成され、
新着順に掲載されます。
　これらの情報が集約され
た、トップページにある「ク
ルマのイベント情報館」の
バナーをクリックすると検
索画面が表示され、①会員

ードや開催日、開催場所、対象者などからも検索で
きるよう設定されています。
　当会議所では、HPを通じて自動車産業の情報と
魅力の発信の充実に努めていきます。

研修会、②展示会・講演会、③会議・審議会、④白
書・刊行物、⑤交通安全、⑥社会貢献、⑦キャンペ
ーン・表彰・記念日、⑧人事の８つのカテゴリーボ
ックスにチェックを入れて検索できるほか、キーワ

新たなHPのトップページ

日
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京都自動車会議所は6月13日、東京・西新宿
の京王プラザホテルで第43回通常総会を開催

し、平成28年度事業報告、同決算報告、29年度事業
計画・予算の3議案について審議、いずれも原案通
り承認された。総会に先立ち、保坂三蔵会長が5月
19日付けで辞任したのに伴い、西村健二会長代行（東
京都自動車整備振興会会長）が議長を務めた。総会
後に開催された懇親会には会員団体・企業、都議会、
都庁、マスコミ関係者ら約200名が参加した。
◇平成29年度の活動重点項目は次の通り
１．自動車関連税制に関する取り組み

京都自動車会議所の会員団体である東京都軽
自動車協会、東京都中古自動車販売協会、日

本自動車機械工具協会、東京バス協会、三多摩自動
車協会の各会長が交代した。新会長の氏名、所属企
業・役職、就任日は次の通り。
▷東京都軽自動車協会会長・堀井仁氏（ダイハツ東
京販売会長）５月18日＝全国軽自動車協会連合会会

　政府に対して、自動車関連税制の簡素化と軽減を
求めていくとともに、軽自動車及び二輪車への増税
には断固反対していく。
２．環境問題への取り組み
１）次世代自動車に対する助成強化
　東京都が実施している電気自動車（EV）、プラグ
イン・ハイブリッド自動車（PHV）に対する助成
措置の強化などを求める。
２）ディーゼル車排出ガス規制等への対応
　現在、規制違反車のほとんどが圏外からの流入車
両であることから、法令を順守している圏内事業者
との間に不公平が生じないよう配慮を求めるほか、
新しいディーゼル車の普及促進策を求めていく。
３．道路交通対策等への取り組み
　①踏切立体交差化の促進②高速道路料金体系の改
善③首都圏３環状高速道路の整備促進④TDM（交
通需要マネジメント）対応⑤新駐車対策－について
提言・要望活動に取り組むほか、交通安全のための
「交通安全。アクション2017」キャンペーンに参加
するなど、関係団体と連携して安全で安心なクルマ
社会の実現に向け努力する。
４．会員に対するサービス活動

長を兼務６月14日▷東京都中古自動車販売協会会
長・萩田典雄氏（エイコウ自動車商会代表取締役）
５月19日▷日本自動車機械工具協会会長・柳田昌宏
氏（バンザイ社長）５月25日▷東京バス協会会長・
山口哲生氏（東急バス社長）６月７日▷三多摩自動
車協会会長・清本秋男氏（武蔵野運送社長）６月16
日　　　　　　　　　　　〔東京都自動車会議所〕

総会で挨拶する西村健二会長代行

柳田氏萩田氏堀井氏 山口氏 清本氏

東

東

東京都自動車会議所

３議案を原案通り承認

第43回通常総会を開催
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１）自動車政策懇談会等の開催
　自動車事業に関係する都政、国政の諸問題につい
ての会員意見・要望を集約し、都議会自民党（都政）
や自民党都連（国政）に提出するとともに、政、官、
民による自動車政策懇談会を開催する。
２）研修会等の開催
　日本自動車会議所主催の会員研修会への参加を全
会員に呼びかけるとともに、東京都自動車会議所と
しても「自動車問題研修会」を適宜開催する。
３）情報の収集と提供
　東京都と警視庁の自動車交通行政を中心に、自動
車に関連する都及び国の動向について、的確な情報
をいち早く入手し、適宜会員に提供する。自動車関
連団体等が作成した各種資料についても、適宜に収
集・配布していく。
５．組織運営基盤の強化
　当会議所の組織、財政基盤を強化するため、関連
する未加入の団体、企業に対し、積極的な入会勧誘
活動を展開する。
６．その他
１）東京に残された自動車関係の文化遺産である「東
京自動車三十年会記念碑」の保存に協力する。
２）2020年の東京オリンピック・パラリンピック競
技大会開催に向け、適切な協力活動を進める。

〔東京都自動車会議所〕

　助成の対象者となるのは、住所が都内にあるバス
事業者及びリース事業者など。助成の対象は車両本
体価格のみで、消費税やオプションなどの諸費用は
対象外。交付額は、助成対象経費の３分の２の額か
ら2,000万円を差し引いた額で、上限は5,000万円。
例えば車両本体価格を１億500万円とすると、国が
3,333万円を上限に３分の１、東京都が5,000万円を
上限に補助するため、事業者の負担は2,167万円で
済む計算という。
　申し込み期限は平成30年３月30日。受付場所は東
京都環境公社か東京都地球温暖化防止活動推進セン
ター（愛称クール・ネット東京）。問い合わせ先は
次のとおり。TEL.03－5990－5068

〔東京都自動車会議所〕

京都はこのほど、燃料電池バスの導入を促進
するため、購入助成金の申請受付を開始した。

この助成事業は、東京都が持つ400億円規模の「水
素社会・スマートエネルギー都市づくり推進基金」
を活用して、今年度からスタートさせた新しいプロ
ジェクト。都営、民営合わせて2020年に燃料電池バ
ス100台の普及を目指しているが、自動車メーカー
の量産体制が整っていないため、初年度の助成台数
は3台とわずか。ただ2018年後半には量産体制が整
うため、助成台数が増加するものと見込まれている。

京都環境局はこのほど、「貨物輸送評価制度」
の平成29年度評価取得事業者を決定した。そ

れによると、5段階評価のうち上から順に、三つ星
18社、準三つ星37社、二つ星70社、準二つ星48社、
一つ星108社で、合わせて281社と前年度に比べて17
社増加した。
　貨物輸送評価制度は、都内に貨物を運送する貨物
自動車運送事業者（緑・黒ナンバー事業者）を対象
に、①ドライバーへの教育訓練、指導体制構築の状
況②燃費管理の状況③燃費データベースの構築状況
――を審査、保有全車両の実走行燃費の平均値を基
に評価する。平成24年度からスタートし、年を追う
ごとに評価取得事業者が増加。従来は３段階だった
評価を今年度から５段階にした。
　日常的な燃費管理の状況などから評価するので、
一つ星であってもCO2（二酸化炭素）削減の取り組
みが優れたレベルにある事業者だといえる。評価を
取得すると、評価ロゴマークを車両や名刺などに表
示して、環境にやさしい事業者であることをアピー
ルできる。

〔東京都自動車会議所〕

東

東
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一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本自動車部品工業会
一般社団法人 日本自動車車体工業会
一般社団法人 日本自動車タイヤ協会
一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
い す ゞ 自 動 車 販 売 店 協 会
ト ヨ タ 自 動 車 販 売 店 協 会
日 産 自 動 車 販 売 協 会
Ｕ  Ｄ  ト ラ ッ ク ス 販 売 協 会
日 野 自 動 車 販 売 店 協 会
三 菱 自 動 車 販 売 協 会
三菱ふそうトラック・バス販売協会
全 国 ス バ ル 自 動 車 販 売 協 会
ダ イ ハ ツ 自 動 車 販 売 協 会
全 国 マ ツ ダ 販 売 店 協 会
ス ズ キ 自 動 車 販 売 店 協 会
ホ ン ダ 自 動 車 販 売 店 協 会
一般社団法人 全国軽自動車協会連合会
日 本 自 動 車 輸 入 組 合
一般社団法人 日本中古自動車販売協会連合会
一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会
一般社団法人 日本自動車機械工具協会
公益社団法人 全日本トラック協会

公益社団法人 全 国 通 運 連 盟
公益社団法人 日 本 バ ス 協 会
一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
一般社団法人 全国自家用自動車協会
一般社団法人 日本損害保険協会
石 油 連 盟
一般社団法人 全日本指定自動車教習所協会連合会
一般社団法人 全国自動車標板協議会
一般財団法人 自動車検査登録情報協会
一般社団法人 全国レンタカー協会
一般社団法人 日本自動車リース協会連合会
一般財団法人 日本モーターサイクルスポーツ協会
一般社団法人 自動車公正取引協議会
全国自動車検査登録印紙売捌人協議会
一般財団法人 関東陸運振興センター
一般社団法人 東京都トラック協会
一般社団法人 神奈川県トラック協会
一般社団法人 日本道路建設業協会
一般社団法人 日 本 ゴ ム 工 業 会
一般社団法人 日 本 塗 料 工 業 会
板 硝 子 協 会
日本自動車車体整備協同組合連合会
一般社団法人 日本交通科学学会

一般社団法人 日 本 陸 送 協 会
一般社団法人 日本二輪車普及安全協会
一般財団法人 日本自動車研究所
一般社団法人 日本自動車機械器具工業会
一般財団法人 日本自動車査定協会
一般財団法人 全日本交通安全協会
公益財団法人 日本自動車教育振興財団
一般社団法人 日本鉄リサイクル工業会
全日本自動車部品卸商協同組合
特 定 非 営 利 活 動 法 人 ITS Japan
公益社団法人 自 動 車 技 術 会
公益財団法人 自動車リサイクル促進センター
一般社団法人 自動車再資源化協力機構
一般社団法人 日 本 ガ ス 協 会
一般社団法人 日本自動車運行管理協会
日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会
一般社団法人 自動車用品小売業協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合
全国オートバイ協同組合連合会
日 中 投 資 促 進 機 構
一般社団法人 青森県自動車団体連合会
一般社団法人 岩手県自動車会議所

一般社団法人 宮城県自動車会議所
一般財団法人 秋田県全自動車協会
山 形 県 自 動 車 団 体 連 合 会
一般財団法人 福島県自動車会議所
東 京 都 自 動 車 会 議 所
一般社団法人 神奈川県自動車会議所
一般社団法人 静岡県自動車会議所
一般社団法人 愛知県自動車会議所
一般社団法人 岐阜県自動車会議所
一般社団法人 三重県自動車会議所
一般社団法人 富山県自動車会議所
一般社団法人 石川県自動車会議所
一般社団法人 福井県自動車会議所
一般社団法人 大阪自動車会議所
一般社団法人 徳島県自動車会議所
一般社団法人 香川県自動車会議所
愛 媛 県 自 動 車 会 議 所
高 知 県 自 動 車 会 議 所
一般財団法人 大分県自動車会議所

（ほかに企業会員77、推薦会員６）

日本自動車会議所会員（平成29年７月10日現在）＝順不同＝

デケルク・ボーフォール伯爵にインタヴューした
のは、東京オリンピックを控えた1964年。どんよ
りと肌寒いヨーロッパの短い春から一挙に陽光輝
く初夏が訪れたパリで、だった。
　あの頃はまだ、わが日本自動車連盟（JAF）が、
全国の銘柄を超えた自動車販売・整備業界などの
支援のもとに、クラブの呼称がイメージする自動
車愛好者団体から、日本のモータリゼーションの
一翼を担う団体へ脱皮しようとしていた時期でも
あった。
　場所は、セーヌ右岸のコンコルド広場６番地。
　ルーブル、チュイルリー庭園をはさんでリヴォ
リ通りが東西に走る。第二次世界大戦でヒトラー
に抵抗し、パリを破壊から救ったディートリッ
ヒ・フォン・コルティッツ将軍が占領軍総司令部
を置いたホテル「ムーリス」の前を行くと、コン
コルド広場に出る。その広場に面して、昭和天皇
も宿舎にされた名門ホテル「クリヨン」がある。
　そのクリヨンと番地は別だが、同じ建物にある
ACFの本部を訪れた目的は、欧州で最初に発足
したACFと、後に各国クラブを組織してできた

　フランス自動車クラブ
（ACF）会長、同クラブ
を母体にした国際自動車連
盟（FIA）名誉会長のリー

FIAに、その沿革、その組織する国際レースやラ
リーの在り方などを取材するためだった。
　で、とりあえずFIA専務理事のジャン・ジャッ
ク・フレヴューさんに会うと、「今ちょうど会長
が来ている」という話になった。通された会長室
は、明るい事務所とは対照的に、カーテンを引き、
薄暗く明かりを抑えた、制度的にはとっくになく
なっている「伯爵」に似つかわしい雰囲気。
　そこで、彼はフランス語なまりの英語、こちら
は日本語なまりの英語、それでも足りないところ
は、持参の英和、仏和辞典でお互い意味を確かめ
ながら聞いた話は、印象的だった。
　「私が自動車を最初に持ったのはACFが発足
し、やがて新世紀を迎えた頃…」と話し出したボ
ーフォールさんが第一に指摘したクラブの役割は
「プロテクト・ツーリング」。自動車による国際
間の人と物の往き来の安全化にとどまらず、その
周辺の手続きの簡素化・標準化、保険制度の均一
化など。
　「例えば、オランダのフィリップスがヨーロッ
パ最大の電機メーカーとなりえたのは、その市場
の拡大、商品輸送の安全性確保などで莫大な恩恵
を受けているからです」と。
　あの頃、あの時代。ヨーロッパは、自動車の社
会的貢献もあって、輝いていた。

エッセイスト／ジャーナリスト　栗山　定幸

パリ発モータリゼーション　ACF・FIAから日本へ
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